
（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 114 諸収入 0 

計 114 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 114 0 

社会福祉費

目 社会福祉総務費

補正前額 467 

要求額 114 

総務部長段階査定額 114 

一般会計 【問合せ先】管理係 0857-30-8211

【１１次総の施策体系】1202（実施計画関連事業）

【事業の経過及び背景】
　市町村は、介護保険法第117条に基づき３年を１期とする「市町村介護保険事業
計画」を定めるものとされており、当該計画は老人福祉法第20条の８第１項に基づ
く「市町村老人福祉計画」と一体的に作成することとされている。
　また、市町村介護保険事業計画は進捗管理を行い、取組みや目標達成に向けた活
動を継続的に実施し、改善しながら推進することとされている。

【事業の目的及び効果】
　令和３年度から令和５年度までの３年を計画期間とする「第８期鳥取市介護保険
事業計画・高齢者福祉計画」の進捗管理等を行うための各種会議を開催し、本市の
介護保険事業及び高齢者福祉施策を推進する。

【事業の内容】
　「第８期鳥取市介護保険事業計画・高齢者福祉計画」に向けた「在宅介護実態調
査」を実施するため。

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

福００１ 項　　目　　名 介護保険事業計画・高齢者福祉計画推進事業費

予算書項目 介護保険事業計画・高齢者福祉計画推進事業費 ページ 37 所　　属　　名

福祉部 
長寿社会課年度 R4

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 283 諸収入 0 

計 283 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 283 0 

社会福祉費

目 老人福祉費

補正前額 529 

要求額 283 

総務部長段階査定額 283 

一般会計 【問合せ先】管理係 0857-30-8211

【１１次総の施策体系】1202

【事業の経過及び背景】
　全国健康福祉祭（愛称：ねんりんピック）は、スポーツ、文化の交流大会や健康
や福祉に関する多彩なイベントを通じ、高齢者を中心とする国民の健康保持・増
進、社会参加、生きがいの高揚を図り、ふれあいと活力ある長寿社会の形成に寄与
するため、毎年各県で開催されている。令和６年度に鳥取県で開催。

【事業の目的及び効果】
　高齢化社会を迎える中、高齢期の方をはじめ誰もがのびのびと、そして活き活き
とスポーツや文化活動に親しめるよう、また鳥取の豊かな自然、食、おいしい空気
の中で各地域から全国へ世代を超えて交流の輪が広がることを目的に開催する。

【事業の内容】
　令和６年に開催される、ねんりんピックはばたけ鳥取2024大会の準備を行うた
め、令和５年度に鳥取市実行委員会を設立する必要がある。
　年度当初の設立に向けて、物品調達等準備を行う。

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

福００２ 項　　目　　名 ねんりんピック推進事業費

予算書項目 ねんりんピック推進事業費 ページ 39 所　　属　　名

福祉部 
長寿社会課年度 R4



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 4,332 諸収入 0 

計 4,332 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 4,332 0 

他会計繰出

目 介護保険費特別会計へ繰出

補正前額 2,898,082 

要求額 4,332 

総務部長段階査定額 4,332 

一般会計 【問合せ先】介護保険係 0857-30-8212

【１１次総の施策体系】1201

【事業の経過及び背景】
　本市は介護保険法に基づき介護保険事業を実施している。

【事業の目的及び効果】
　介護保険の円滑な運営を確保し、市民（被保険者）の保健医療の向上及び福祉の
増進を図る。

【事業の内容】
　介護保険法第124条等に基づく介護保険費特別会計への繰出金

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

福００３ 項　　目　　名 介護保険費特別会計へ繰出

予算書項目 介護保険費特別会計へ繰出 ページ 47 所　　属　　名

福祉部 
長寿社会課年度 R4

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 218 0 

一般財源 546 諸収入 218 

計 764 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 764 0 

保健衛生費

目 健康対策費

補正前額 18,605 

要求額 764 

総務部長段階査定額 764 

一般会計 【問合せ先】鳥取市中央包括支援センター 0857-20-3457

【１１次総の施策体系】1301（実施計画関連事業）

【事業の経過及び背景】
　高齢者の心身の多様な課題に対応し、きめ細やかな支援を実施するため保健・医
療・介護の連携した取組が不可欠となってきている。令和２年４月医療保険制度の
適正かつ効率的な運営を図るための健康保険法等の一部を改正する法律の施行に伴
い、高齢者の保健事業と介護予防の一体的事業の取り組みが推進されている。

【事業の目的及び効果】
　介護保険の地域支援事業と国民健康保険及び後期高齢者医療保険の保健事業を一
体的に実施することで、多様化する高齢者の課題に迅速かつ効果的にアプローチ
し、特にフレイル（心身の虚弱）予防対策に着目した支援を通して地域で活躍する
元気な高齢者の増加を図る。

【事業の内容】
・人件費の決算見込みによる補正
・車両借上料（入札結果に対応するもの）の増額

　※その他財源の諸収入は、後期高齢者医療広域連合からの委託料

款 衛生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

福００４ 項　　目　　名 高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施事業費

予算書項目 保健・介護予防事業の一体的推進事業費 ページ 49 所　　属　　名

福祉部 
長寿社会課年度 R4



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 210 諸収入 0 

計 836 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 836 0 

社会福祉費

目 身体障がい者福祉費

補正前額 90,615 

要求額 836 

総務部長段階査定額 836 

一般会計 【問合せ先】自立支援係 0857-30-8455

【１１次総の施策体系】1203

【事業の経過及び背景】
　在宅の重度障がい者（児）に対し、経済的負担への援護措置を目的として、手当
を支給する事業。 障がい者（児）の生活の基盤となる所得保障制度を確立するた
め開始された。

【事業の目的及び効果】
　重度の障がいが重複し日常生活において常時特別の介護を必要とする者に対し
て、その障がいがゆえに生ずる特別の負担の一助として手当を支給することによ
り、重度障がい者（児）の福祉の向上を図る。（施設入所中や３か月を超えて入院
している方等は該当しない場合あり。所得制限あり。）

【事業の内容】
　20歳以上の者には特別障害者手当、20歳未満の者には障害児福祉手当、昭和50年
の改正法施行の際に福祉手当の給付を受けていた者で特別障害者手当等の支給を受
けることが出来ない者については経過措置に係る福祉手当を給付する。
　補正理由は、特別障害者手当受給者の実績見込みによる扶助費の増額。
　・特別障害者手当　月額27,300円
　・障害児福祉手当　月額14,850円
　・経過的福祉手当　月額14,850円　　　　　※令和４年４月１日より額改定

　財源：国3/4、市1/4

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 626 0 

福００５ 項　　目　　名 特別障害者手当費

予算書項目 特別障害者手当費 ページ 39 所　　属　　名

福祉部 
障がい福祉課年度 R4

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 3,027 諸収入 0 

計 12,100 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 12,100 0 

社会福祉費

目 障害者自立支援事業費

補正前額 46,193 

要求額 12,100 

総務部長段階査定額 12,100 

一般会計 【問合せ先】自立支援係 0857-30-8218

【１１次総の施策体系】1203

【事業の経過及び背景】
　補装具費支給制度は、補装具を必要とする身体障がい者（児）に対し、補装具費
の支給を行うものである。

【事業の目的及び効果】
　身体の障がいを補うため補装具費（購入・修理・借受け）の支給を行い、日常生
活及び職業生活を容易にする。利用者負担は原則１割となり、残りの９割を支給す
る。

【事業の内容】
　令和３年度において申請があった補装具について、新型コロナウイルス等の影響
により、補装具の作成に必要な部品の供給が滞り、当該年度内に給付できないもの
があった。
　令和３年度後半から部品の供給が増加したことにより、令和４年度当初に請求が
集中し、支出額が高額となったことによる実績見込みの増額。

　財源：国1/2、県1/4、市1/4

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 9,073 0 

福００６ 項　　目　　名 補装具給付費

予算書項目 補装具給付費 ページ 41 所　　属　　名

福祉部 
障がい福祉課年度 R4



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 764 諸収入 0 

計 3,053 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 3,053 0 

社会福祉費

目 障害者自立支援事業費

補正前額 14,196 

要求額 3,053 

総務部長段階査定額 3,053 

一般会計 【問合せ先】障がい者福祉係 0857-30-8217

【１１次総の施策体系】1203

【事業の経過及び背景】
　成年後見制度は、精神上の障がいにより判断能力が十分でない方（知的障がいの
ある方・精神障がいのある方）について、本人の預貯金や不動産などの財産管理、
又は介護、施設への入退所手続きなどの身上監護を、本人に代わって法的に権限を
与えられた者がするものである。制度改正により親族による法定後見の審判請求が
行えない場合には、市町村長による後見開始の申し立てができることとされた。

【事業の目的及び効果】
　知的障がいのある方や精神障がいのある方などで判断力が十分でない人が一方的
に自分に不利な契約を結ばないように、裁判所から選任された人（成年後見人等）
が本人の不十分な判断能力を補い保護することにより、本人の権利を守る。

【事業の内容】
　成年後見制度利用者の増に伴う報酬助成金の増額。

　財源：国1/2、県1/4、市1/4

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 2,289 0 

福００７ 項　　目　　名 障がい者成年後見制度利用支援事業費

予算書項目 地域生活支援事業費 ページ 41 所　　属　　名

福祉部 
障がい福祉課年度 R4

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,699 諸収入 0 

計 7,963 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 7,963 0 

社会福祉費

目 障害者自立支援事業費

補正前額 2,654 

要求額 7,963 

総務部長段階査定額 7,963 

一般会計 【問合せ先】障がい者福祉係 0857-30-8217

【１１次総の施策体系】1201

【事業の経過及び背景】
　新型コロナウイルス感染者は鳥取県東部圏域でも日々確認されており、収束には
まだ時間がかかる。障害福祉サービス施設で発生した場合でも、引き続きサービス
提供を継続できる体勢を整えておく必要がある。

【事業の目的及び効果】
　障害福祉サービス施設において新型コロナウイルス感染者が発生した場合にサー
ビス継続のために必要な経費の補助を行う。

【事業の内容】
　障害福祉サービス施設における新型コロナウイルス感染者の増加により、かかり
増し人件費や消毒液等の購入に要した経費が増加したことによる補助金の増。
　本事業は本年度より開始したものであり、当初は９事業所からそれぞれ１サービ
ス（計９サービス）での申請を想定していたが、新型コロナウイルス感染者増加の
影響により、14事業所から24サービスでの申請見込みとなったことによる補助額の
増加。

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 6,264 0 

福００８ 項　　目　　名 障害福祉サービス事業所等支援事業費（コロナ克服・新時代開拓省庁分）

予算書項目 障害福祉サービス事業所等支援事業費 ページ 41 所　　属　　名

福祉部 
障がい福祉課年度 R4



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 98 諸収入 0 

計 386 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 386 0 

児童福祉費

目 児童福祉総務費

補正前額 2,767 

要求額 386 

総務部長段階査定額 386 

一般会計  【問合せ先】自立支援係 0857-30-8218

【１１次総の施策体系】1203

【事業の経過及び背景】
　乳児院、児童養護施設に入所している児童、里親及び小規模住居型児童養育事業
を行う者に委託されている児童（以下「里親委託児童」という）が障害児通所支援
を利用する場合は、措置の扱いとなるが、当該措置を行う必要が生じている。

【事業の目的及び効果】
　障がいのある児童を支援し、もって障がい児の福祉の増進を図る。

【事業の内容】
　里親委託児童における新たな措置（放課後等デイサービス）が必要となったこと
による扶助費の増額。（新規見込：２名）

　財源：国1/2、県1/4、市1/4

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 288 0 

福００９ 項　　目　　名 障害児通所支援措置費

予算書項目 障害児通所給付等事業費 ページ 43 所　　属　　名

福祉部 
障がい福祉課年度 R4

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 69 諸収入 0 

計 69 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 69 0 

社会福祉費

目 社会福祉総務費

補正前額 153 

要求額 69 

総務部長段階査定額 69 

一般会計 【問合せ先】生活支援係 0857-20-3476

【１１次総の施策体系】1201

【事業の経過及び背景】
　鳥取警察署より、工事現場など市内２か所で発見された、死後50年以上（一番古
いものは江戸時代）のものと推定される３件の人骨の埋火葬依頼を受け、行旅病人
及行旅死亡人取扱法に基づき、本市が埋葬等を行う必要が生じた。

【事業の目的及び効果】
　身元不明で葬祭執行者のいない遺骨について本市が葬祭を行うことにより、公衆
衛生の維持を図る。

【事業の内容】
①行旅死亡人官報掲載費用の増額　40千円
②納骨費用の増額　29千円

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

福０１０ 項　　目　　名 行旅死亡人等取扱費

予算書項目 行旅死亡人等取扱費 ページ 37 所　　属　　名

福祉部 
生活福祉課年度 R4



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1 諸収入 0 

計 1 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 1 0 

社会福祉費

目 国民年金事務取扱費

補正前額 8,421 

要求額 1 

総務部長段階査定額 1 

一般会計 【問合せ先】年金係 0857-30-8224

【１１次総の施策体系】1201

【事業の経過及び背景】
　国民年金法等の規定によって行う事務処理を国から受託し、事務を遂行するに当
たって必要な経費を国が交付する。

【事業の目的及び効果】
　令和３年度に国庫支出金として概算払の交付を受け、実績報告の結果、過大交付
となっていた場合に、国へ返還するもの。

【事業の内容】
　令和３年度国民年金等事務費交付金の確定に伴う返還金　146円

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

福０１１ 項　　目　　名 国民年金事務取扱事務費

予算書項目 事務費 ページ 39 所　　属　　名

福祉部 
保険年金課年度 R4

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,462 諸収入 0 

計 1,462 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 1,462 0 

保健衛生費

目 母子保健費

補正前額 9,645 

要求額 1,462 

総務部長段階査定額 1,462 

一般会計 【問合せ先】医療助成係 0857-30-8223

【１１次総の施策体系】1101

【事業の経過及び背景】
　養育のため指定医療機関に入院することを必要とする未熟児に対し、その養育に
必要な医療費の給付を行う目的で創設された。未熟児が医療保険等で医療給付を受
けた場合に、自己負担部分を市町村が助成し、その1/2を国が負担するもの。

【事業の目的及び効果】
　令和３年度に国庫支出金として概算払の交付を受け、実績報告の結果、過大交付
となっていた場合に、国へ返還するもの。

【事業の内容】
　令和３年度未熟児養育医療費等負担金の確定に伴う返還金　1,461,355円

款 衛生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

福０１２ 項　　目　　名 未熟児養育医療助成費

予算書項目 未熟児養育医療助成費 ページ 49 所　　属　　名

福祉部 
保険年金課年度 R4


